
 

 

 

 

 

 

 

宇和島港 BCP 基本方針 

〈概要版〉 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年 1 月 

 

 

宇和島港機能継続連絡協議会 

 

 

  



１．宇和島港 BCP 基本方針について 

（１）目的 

緊急物資の複数の輸送ルート確保及び離島への航路確保のための港湾機能の早期再開

に向けた関係機関の役割を規定することを目的として、主に次のことを定める。 

 

○機能回復目標 

緊急物資輸送開始を目指す時期と復旧水準を設定。 

○対応計画 

発災時に関係機関が協力して行う緊急対応のうち、緊急物資輸送のために行う災

害対応（陸上、海上）が確実に行えることに主眼を置く。 

○マネジメント計画 

平常時における事前対策、教育・訓練及び見直し・改善の実施内容を整理。 

 

（２）基本方針 

・対象とする緊急事態は、南海トラフ巨大地震とその地震による津波とする。 

・対象者は、宇和島港に関係する行政機関とその関係団体を想定し、港湾区域内の企業

や住民は含めない。 

・多様な機関・団体が関わることから、関係者が共有する目標の設定、役割の整理と情

報連絡体制の構築に主眼をおき、詳細な行動計画については、各機関の BCP 等に委ね

る。 

・計画に基づく訓練を定期的に実施する。 

・優先度の高い対策から着手し、計画も継続的に改善していく。 

 

２．重要機能と回復目標 

○宇和島港の重要機能 

人員も含めた『緊急物資輸送』 

○優先復旧する岸壁 

坂下津第 1号岸壁、坂下津第 2 号岸壁、新内港第 4号物揚場 

○目標復旧時期 

発災から 10 日間 

○復旧水準 

航路啓開（優先箇所）及び岸壁・アクセス道路の啓開の完了 

 

  



３．応急対応行動の概要 

発災から緊急物資輸送開始に至るまで、以下の内容を対象とする。 

 

①初動体制の確立 

発災後 72 時間までの活動。 

②緊急点検・被害調査～応急復旧方針の決定 

発災後 4 日までの活動（陸上）。（津波注意報解除を発災後 51 時間後と想定） 

③応急復旧 

陸上：発災後 5日目からの活動。優先啓開区域の作業は 1 日間。 

（津波注意報解除を発災後 51 時間後と想定） 

海上：発災後 51 時間後からの活動。優先啓開区域は 8 日間。 

（津波注意報解除を発災後 51 時間後と想定） 

④緊急物資輸送 

発災後 11 日目からの緊急物資輸送に寄与する活動。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

発災
津波注意報

解除
（51時間後）

10日 1か月

応急復旧（航路啓開）
・資機材・要員の調達
・航路・泊地の啓開
・漂流物等の処理
・航路安全確認 等

7日24時間 72時間

初動体制の確立
・安全確保
・参集
・体制の立ち上げ 等

災害協定業者調査

民間活動

応急復旧（道路啓開）
・資機材・要員の調達
・道路の啓開
・施設の応急復旧
・ガレキ等の処理 等

緊急物資輸送
・輸送体制の構築
・船舶の入港
・物資輸送 等

施設の調査～応急復旧方針決定
・緊急点検・被害調査
・関係機関との連絡調整
・応急復旧方針決定 等



４．情報連絡体制 

宇和島港 BCP 対策本部（南予地方局建設部）を中心とした体制により、情報集約・共有・

発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛媛運輸支局 

宇和島海事事務所 

海上保安庁 

宇和島海上保安部 

四国地方整備局 

港湾空港部 

(一社)日本埋立浚渫協会四国支部

(一社)日本海上起重技術協会四国支部

愛媛県土木部 

港湾海岸課 

愛媛県南予地方局

建設部 

宇和島市総務部

危機管理課 

宇和島市建設部

愛媛県旅客船協会 

(一社)愛媛県建設業協会

宇和島地方支部 

盛運汽船株式会社 

愛媛県南予地方局

総務企画部 

防災対策室 

松山港湾・空港 

整備事務所 



５．対応計画フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業物流活動

初動体制の確立

津波注意報解
除（51時間）

72時間
（3日）

港湾施設の点検・
被害調査

応急復旧方針の
決定

4日

応急復旧

5日

10日
11日

緊急物資輸送

海上輸送関係者

民間会社愛媛県
南予地方局

建設部

日本埋立浚渫協会四国支部
日本海上起重技術協会四国支部

愛媛県建設業協会
宇和島地方支部

愛媛県旅客船協会
盛運汽船

港湾管理者

宇和島市
建設部

愛媛県
南予地方局
総務企画部
防災対策室

宇和島市
総務部

危機管理課

港湾土木事業者 建設土木事業者
愛媛県
土木部

河川港湾局
港湾海岸課

発災からの経
過時間目標

対応計画段階

国土交通省
四国運輸局

愛媛運輸支局
宇和島海事事務所

海上保安庁
第六管区海上保安本部
宇和島海上保安部

国土交通省
四国地方整備局
港湾空港部

（松山港湾・空港
整備事務所）

各々の機関の被害情報（庁舎・人員・周辺状況等）の収集

所管事業者等の

被害状況、緊急

輸送能力の把握

港湾区域を含む

海域の調査
港湾施設（海域）

の調査依頼

港湾施設（海域）の

点検・調査要請

港湾施設の被害調査、被害情報収集

港湾区域（海域）の障害物等調査 港湾施設（主に陸域）の点検

港湾区域内・周辺施設の被害情報の集約・共有

応急復旧方針の決定

応急復旧方針の共有

応急復旧作業の

要請
応急復旧作業の要請

航路啓開作業の

要請

対応資機材の調整 対応可能資機材の調査・把握

作業船等の航路啓開作業や港湾施設

応急復旧にかかる資機材・要員の確保

ふ頭用地・道路等の応急

復旧用資機材・要員の確保

航路啓開作業（優先箇所）

ふ頭用地・道路等の応急

復旧作業（優先箇所）

ガレキ・漂流物の一時保管、復旧作業進捗

監理、出来形確認

航路啓開作業の

報告

航路啓開作業の

報告
航路の安全確認の要請

港湾施設応急復旧状況の集約・公表

船舶による救援

物資の確保要請

救援物資用船舶の

確保依頼

救援物資用輸送

船舶の調達

運航体制準備

緊急物資輸送の

協力要請

港湾施設利用許可申請（入出港届）受理
緊急物資輸送船

の運航

企業物流

船舶交通の制限又は

禁止等の設定

航路標識応急復旧

測量成果等による

安全確認

船舶交通安全情報の

提供

船舶に関わる

許認可申請受理

港湾施設（海域）の

被害情報収集

測量成果等による

安全確認

船舶交通の制限又は

禁止等の解除等

船舶交通の制限又は禁止等の設定

船舶交通の制限又は禁止等の解除等



６．マネジメント計画 

宇和島港機能継続連絡協議会により、PDCA サイクルの手法を用いて継続的な計画の改善を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan 

Do 

Check

Act 

・港湾 BCP 策定

・計画の運用 

・訓練等の継続的実施

・改善点検討 

（実対応、訓練等） 

・港湾 BCP 計画の見直し

・港湾 BCP の見直し

（改善）を反映 

・港湾 BCP（改訂） 

●災害時の対策本部 

宇和島港 BCP 対策本部 

 
愛媛県南予地方局建設部（愛媛県南予地方局総合庁舎 3階） 

住所：宇和島市天神町 7 番 1号 

電話：0895-22-4831 

宇和島港 BCP 対策本部 

（愛媛県南予地方局建設部）
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